
１．実施期間

令和7年 2月12日（水）から令和7年2月28日（金）まで

２．意見及び提案者数 

２人

３．意見内容

番号 該当ﾍﾟｰｼﾞ 意見等の内容

1 －

米国が再びトランプ政権となり、DEI（多様性・公平性・包括性）は徹底排除される方向となって、多様性
云々の政策は既に時代遅れになっている。これを基本計画に盛り込むのは誤りである。
教職員の資質向上については、まず全ての教職員を教職員組合から脱退させるべきである。
教職員が行政と教職員組合のそれぞれの指揮系統に属している構造がそもそもおかしい。
教職員組合は日教組（※反日左翼団体）の系列であり、特定の政党を支持して教職員を政治的活動や選挙活動
等に動員している。税金から給与が支払われてる教職員が教職員組合の活動（反日デモ活動や選挙運動等）を
行うことは社会通念上好ましいとは言えない。
「町職員労働組合」や「教職員組合」等ののぼり旗を立てて特定の政党の街頭演説や反日デモ活動等に参加す
るのは常識で考えてありえない。あえて言おう、カスであると。
このような教職員が学校教育の現場にいると、児童生徒に反日左翼思想を植え付けるのではないかという懸念
がある。
また、勤務時間中に労働組合活動を行う教職員がいるために時間外勤務が増えるのではないかという考え方も
あるため、全ての教職員を教職員組合から脱退させて本来の職務に専念させることは合理的である。
国際交流については、韓国は交流相手から除外すべきである。
島根県の竹島を長年不法に占拠している国家との交流はありえない。

P6・7 「学習指導、特別支援教育の充実」に「子ども寺子屋等による不登校の対応」を加えては。

P7 「教職員の資質向上と働き方改革」に「特別非常勤制度の導入」を加えては。

P7 タブレットの持ち帰りの推進 → 検討が必要だと考える。（曖昧な表現では。）

P8 社会教育・生涯学習の推進 → 「高齢者が公民館活動をしやすい環境づくり」を加えては。
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第３期 大山町教育振興基本計画（案）へのパブリックコメント実施結果について


